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附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、四日市市消防職員（以下「職員」という。）の安全衛生管理に

関して必要な事項を定め、安全衛生活動を推進し、公務上の災害が発生する危険を

低減させ、職員の健康を積極的に保持増進することを目的とする。  

（法令の関係） 

第２条 職員の安全衛生管理に関しては、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）、

労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）その他の安全衛生に関する法令（以下

「安全衛生に関する法令」と総称する。）に定めるもののほか、この規程の定める



ところによる。 

（消防長の責務） 

第３条 消防長は、安全衛生に関する法令に定めるところにより、安全衛生管理業務

を円滑に推進するよう努めるものとする。 

（所属長の責務） 

第４条 消防本部の課長、消防署長及び分署長（以下「所属長」という。）は、所属

における安全衛生管理の責任者として、所属職員の安全及び健康を積極的に保持増

進するように努めるものとする。 

（職員の責務） 

第５条 職員は、常に安全管理が自己を守ることを自覚し、健康状態を最良に保持す

るように努めるとともに、所属長その他安全衛生管理業務に関係ある者がこの規程

に基づいて実施する安全衛生に関する指示及び措置等に従うとともに積極的に協力

するものとする。 

第２章 安全衛生管理体制 

第１節 総括安全衛生管理者等 

（総括安全衛生管理者） 

第６条 消防本部に総括安全衛生管理者を置く。 

２ 総括安全衛生管理者は、副消防長とする。 

３ 総括安全衛生管理者は、所属長、安全管理者、衛生管理者及び衛生推進者を指揮

し、次の業務を統括管理する。 

(1) 職員の危険又は健康障害を防止するための措置に関すること。  

(2) 職員の安全又は衛生のための教育の実施に関すること。  

(3) 健康診断の実施その他健康の保持増進のための措置に関すること。  

(4) 公務災害の原因調査及び再発防止対策に関すること。  

(5) 前各号に掲げるもののほか、公務災害を防止するために必要な措置に関するこ

と。 

４ 総括安全衛生管理者が、やむを得ない理由によって職務を行うことができないと

きは、総務課長がその職を代理する。 

（安全管理者） 

第７条 消防本部各課、各消防署及び各分署に安全管理者を置く。  

２ 安全管理者は、各所属長が所属の課長補佐、副署長、署（分署）付主幹及び係長

のうちから選任する。 



３ 安全管理者は、前条第３項各号に掲げる業務のうち安全に係る事項を管理すると

ともに、次の事項を行うものとする。 

(1) 職場の危険防止措置及び安全管理計画の作成に関すること。  

(2) 安全に関する教育及び訓練に関すること。  

(3) 施設、設備等の安全上の改善に関すること。  

(4) 安全点検に関すること。 

(5) 公務災害の防止に必要な措置及び対策に関すること。  

(6) 公務災害の原因調査及び再発防止対策に関すること。  

(7) 所属における安全管理の業務に関すること。  

(8) その他安全管理に関すること。 

（衛生管理者） 

第８条 消防本部及び消防署に衛生管理者を置く。  

２ 衛生管理者は、労働安全衛生法第１２条に定める資格を有する者のうちから所属

長が選任する。 

３ 衛生管理者は、第６条第３項各号に掲げる業務のうち衛生に係る事項を管理する

とともに、次の事項を行うものとする。 

(1) 職場環境の衛生上の調査及び改善に関すること。  

(2) 職場における衛生についての指導及び啓発に関すること。 

(3) 休職となった職員及び長期欠勤者への指導に関すること。 

(4) その他衛生管理に関すること。 

４ 衛生管理者は、前項各号に掲げる事項について、必要に応じ所属長に対し改善措

置等意見を具申することができる。 

（衛生推進者） 

第９条 消防分署に衛生推進者を置く。 

２ 衛生推進者は、労働安全衛生法第１２条の２に定める資格を有する者のうちから

所属長が選任する。 

３ 衛生推進者は、前条第３項に掲げる事務を行うものとする。  

４ 衛生推進者は、前条第３項に掲げる事項について、必要に応じ所属長に対し改善

措置等意見を具申することができる。 

（産業医） 

第１０条 消防本部に産業医を置く。 

２ 産業医は、消防長が選任する。 



３ 産業医は、次の事項を行うものとする。 

(1) 健康診断の実施その他の職員の健康管理に関すること。  

(2) 健康教育その他職員の健康の保持増進を図るための措置で、医学に関する専門

的知識を必要とするものに関すること。 

(3) 職員の健康障害の原因調査及び再発防止のための医学的措置に関すること。  

(4) 職場環境の巡視及び指導に関すること。 

(5) その他職員の健康管理等についての医学的専門的事項に関すること。  

４ 産業医は、前項各号に掲げる事項について、必要により消防長若しくは総括安全

衛生管理者に対して勧告し、若しくは所属長、衛生管理者又は衛生推進者を指導し、

若しくは助言することができる。 

（安全衛生管理担当者） 

第１１条 所属長は、所属における安全衛生管理に関する業務を補佐させるため、所

属職員の中から必要な数の安全衛生管理担当者を選任することができる。  

２ 安全衛生管理担当者は、次の事項を行うものとする。  

(1) 安全管理者、衛生管理者及び衛生推進者の業務補佐に関すること。  

(2) 所属安全衛生委員会に関すること。 

(3) その他所属における安全衛生管理に関すること。  

第２節 安全衛生委員会 

（安全衛生委員会） 

第１２条 消防本部に安全衛生委員会（以下「委員会」という。）を置く。  

２ 委員会は、職員の安全衛生に関する次の事項について調査審議し、消防長に意見

を述べるものとする。 

(1) 職員の危険及び健康障害を防止するための基本となるべき対策に関すること。 

(2) 職員の健康の保持増進を図るための基本となるべき対策に関すること。  

(3) 公務災害の原因調査及び再発防止対策で、安全及び衛生に関すること。  

(4) その他職員の安全及び衛生に関すること。  

（委員会の構成等） 

第１３条 委員会は、次の各号に掲げる者をもって構成する。 

(1) 総括安全衛生管理者 

(2) 総務課長及び消防署長の職にある者 

(3) 衛生管理者又は衛生推進者のうち、総括安全衛生管理者が必要と認めた者  

(4) 安全管理者のうち、総括安全衛生管理者が必要と認めた者 



(5) 安全衛生業務において、総括安全衛生管理者が必要と認めた者  

(6) 産業医 

２ 委員会に委員長を置き、総括安全衛生管理者をもって充てる。  

３ 委員長は、会務を総理し、会議の議長となる。  

（委員の任期） 

第１４条 委員の任期は、１年とする。ただし、再任を妨げない。  

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

（会議） 

第１５条 委員会は、委員長が必要であると認めるとき又は委員の２分の１以上の者

から請求があったときに、委員長がこれを招集する。  

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければこれを開くことができない。  

（参考人の出席） 

第１６条 委員長が、必要と認めた場合は、学識経験を有する者又は議事に関係のあ

る職員の出席を求めることができる。 

（事務局） 

第１７条 委員会の事務局は、総務課に置く。 

第３節 所属安全衛生委員会 

（所属安全衛生委員会） 

第１８条 所属安全衛生委員会（以下「所属委員会」という。）は、次の各号に掲げ

るところに置く。 

(1) 消防本部 

(2) 中消防署 

(3) 北消防署 

(4) 南消防署 

２ 所属委員会は、所属における安全衛生に関する次の各号について調査審議する。  

(1) 職員の危険及び健康障害を防止するための基本となるべき対策に関すること。 

(2) 職員の健康の保持増進を図るための基本となるべき対策に関すること。  

(3) 公務災害の原因の調査及び再発防止対策で、安全及び衛生に関すること。  

(4) その他職員の安全及び衛生に関すること。  

（所属委員会の構成等） 

第１９条 所属委員会は、次の各号に掲げる者をもって構成する。  

(1) 所属長 



(2) 安全管理者、衛生管理者及び衛生推進者 

(3) 安全衛生管理担当者 

(4) 所属職員のうちから所属長が指名したもの  

２ 所属委員会に所属委員長を置き、消防本部にあっては総務課長、各署にあっては

署長をもって充てる。 

３ 所属委員長は、会務を総理し、会議の議長となる。  

（会議） 

第２０条 所属委員会は、所属委員長が必要であると認めるとき又は所属委員の２分

の１以上の者から請求があったときに、所属委員長がこれを招集する。 

２ 所属委員会は、所属委員の過半数が出席しなければこれを開くことができない。  

（庶務） 

第２１条 所属委員会の庶務は、所属長が指名した者が処理する。ただし、消防本部

にあっては総務課とする。 

第３章 安全衛生管理業務 

第１節 安全衛生教育 

（一般教育） 

第２２条 所属長は、職員の安全衛生に関する知識の向上を図るため、安全衛生に関

する資料やヒヤリハット事例を活用し、随時安全衛生教育を実施するものとする。 

２ 前項の安全衛生教育を実施するに当たって、安全管理者、衛生管理者又は衛生推

進者は、所属長に対して協力を要請することができる。 

（特別教育） 

第２３条 所属長は、前条に定める教育を実施するほか、次の各号に掲げる職員に対

し安全衛生教育を実施するものとする。 

(1) 新たに採用された職員 

(2) 著しく業務の異なる部署に配置された職員  

(3) その他所属長が特に必要と認めた職員 

（関係者教育） 

第２４条 総括安全衛生管理者は、所属長、安全管理者、衛生管理者及び衛生推進者

を対象に安全衛生管理業務上必要な安全衛生教育、講習等を行い、又はこれらを受

ける機会を与えるように努めるものとする。  

２ 前項の安全衛生教育を実施するに当たっては、医師その他専門の知識を有する者

に依頼することができる。 



第２節 安全衛生巡視及び点検 

（安全衛生巡視） 

第２５条 総括安全衛生管理者は、職場の安全衛生について、１年１回以上の巡視を

行い、改善等の必要があると認めるときは、安全衛生巡視結果報告書（第１号様式）

により意見を付して消防長に報告するものとする。  

２ 総括安全衛生管理者は前項の巡視の結果、安全管理上必要があると認める場合は、

所属長に対して必要な措置を講じさせるものとする。  

３ 産業医は必要に応じて衛生巡視を行い、職員の健康障害を防止するため必要に応

じて、総括安全衛生管理者に必要な措置を講じさせなければならない。  

４ 安全管理者、衛生管理者又は衛生推進者は、所属の安全衛生に関する業務結果を

安全衛生管理業務実施報告書（第２号様式）により、毎月１回所属長に報告するも

のとする。 

（安全点検） 

第２６条 訓練又は作業等の現場において指揮する者（以下「訓練指揮者」という。）

は、訓練又は作業等を行う前に必ず機械器具及び使用資機材の点検を行い、異常を

認めたときは速やかに必要な措置を講じ、常に安全確保に努めるものとし、安全管

理の基準等必要な事項は消防長が別に定める。 

２ 職員は、前項の点検の指示があった場合は指示に従うとともに、指示のない場合

にあっても自主的に作業前点検を行うものとする。  

第３節 安全に関する基準及び具申 

（安全機能の保持） 

第２７条 職員は、施設、設備、機械器具を適正に管理しその安全機能の保持を図る

とともに、常に職場の整理整頓に努めるものとする。  

（服装） 

第２８条 職員は、業務の種類、内容に応じて所定の服装等を着用するほか、保護具

等の使用を命じられた場合は、これに従うものとする。  

（安全装具の保全） 

第２９条 職員は、保護具等を常に点検整備し、安全に使用できるようにその保全に

努めるものとする。 

２ 老朽、毀損、性能の低下等による不完全な安全装具は、使用を停止して、直ちに

所属長又は安全管理者に報告するものとする。  

（安全装具等の管理） 



第３０条 所属長は、安全装具その他の機械器具の管理責任を明確にし、常時安全に

使用できるようにその管理について指導するものとする。  

（訓練中の安全措置） 

第３１条 訓練指揮者は、訓練又は作業等を実施するときは、次の各号に掲げる事項

について、十分検討しておくものとする。 

(1) 作業に内在する危険要因と危険防止 

(2) 安全のための指導、監視体制の確保 

(3) 機械器具及び使用資機材の適否 

２ 訓練又は作業等において、機械器具に異常又は危険な状況を認めたときは、直ち

にその使用を禁止し、訓練指揮者に報告するものとする。  

３ 職員は、機械器具の使用に際しては、その使用方法及び危険防止措置を熟知して

おくものとする。 

４ 職員は、訓練又は作業等における安全措置については消防長が別に定めた安全基

準を遵守するものとする。 

（危険標示） 

第３２条 所属長及び安全管理者は、電気設備、危険物施設等の危険な場所及び使用

上危険な機械器具には、危険である旨を表す標示をしておくものとする。  

（安全に関する意見具申） 

第３３条 職員は、職務の遂行に際し、安全に関して意見があるときは、消防長が別

に定めるところにより所属長に具申するものとする。  

第４節 事故発生時の調査及び対策 

（事故の報告） 

第３４条 職員は、公務上負傷したときは、直ちに所属長に事故発生の報告をするも

のとする。 

ただし、本人の報告が不能な場合は、当該業務を直接指揮していた者が代行する

ものとする。 

（事故の調査） 

第３５条 総括安全衛生管理者、所属長又は安全管理者は、職員が公務上負傷した場

合、その状況、原因等について調査し、同種災害の防止のための必要な措置を講じ

るものとする。 

２ 前項の調査について、関係する所属長は資料の提出その他の協力をするものとす

る。 



（事故の対策） 

第３６条 総括安全衛生管理者は、前条の調査を行った結果、その原因から判断して

類似災害の発生が予測される場合は、関係資料を添えて安全対策を消防長に報告す

るものとする。 

２ 総括安全衛生管理者は、所属長その他安全管理に関係ある者に対して必要な資料

を送付して、類似災害の発生を防止するものとする。  

第５節 健康管理 

（種類） 

第３７条 健康診断は、次の各号によるものとする。  

(1) 採用前健康診断 

新たに職員として採用しようとする者を対象に実施する。  

(2) 定期健康診断 

全職員を対象に毎年１回定期に実施する。 

(3) 深夜業務健康診断 

交替勤務に従事する職員を対象に前号に定める診断後６か月以内に実施する。  

(4) 潜水業務健康診断 

潜水業務に従事する職員を対象に６か月ごとに実施する。  

(5) 特別健康診断 

前各号に定めるほか、消防長が必要と認めたときに実施する。 

（受診義務） 

第３８条 職員は、別表第１に定める場合を除き、指定された期日に健康診断を受け

なければならない。 

２ やむを得ない理由により指定された期日に受診できなかった職員は、当該事由が

消滅した後に健康診断を受け、その結果を証する書面を所属長に提出しなければな

らない。 

３ 所属長は、職員にこの規程に定める健康診断を受けさせるものとする。  

（健康診断結果の処理） 

第３９条 総括安全衛生管理者は、第３７条の健康診断を行ったときは、所属長を通

じて本人に通知する。 

（メンタルヘルスケアの推進） 

第４０条 消防長は、職員のメンタルヘルスの不調を未然に防止するため、惨事スト

レス対策を含めた総合的なメンタルヘルスの対策を計画的に行うものとする。  



２ 職員は、自らがストレスやこころの健康について理解し、自らのストレスに気づ

き、そのストレスを軽減するなどのセルフケアに努めるものとする。  

３ 所属長及び安全管理者、衛生管理者、衛生推進者及び安全衛生管理担当者は、普

段から業務等を通じて所属職員のこころの健康状態の変化に気づくようラインケア

に努めるものとする。 

４ 所属長は、災害現場にて活動を実施した職員に対して、PTSD（心的外傷後ストレ

ス障害）等の予防を目的として、消防長が別に定めるメンタルチェックを必要に応

じて実施するものとする。 

第６節 健康に異常ある者の管理 

（健康に異常ある者の措置） 

第４１条 総括安全衛生管理者及び所属長は、健康診断の結果等により心身に異常が

認められた職員若しくは一定の障害を有する職員又は長期間休養した後就業するこ

ととなった職員に対してその病状を悪化させないため、必要な措置を講じるものと

する。 

２ 前項の措置を講ずるに当たっては、産業医又は主治医の意見を求めることができ

る。 

（就業禁止） 

第４２条 消防長は、職員が次の各号に該当し、就業が適当でないと認めたときは、

就業禁止を命ずることができる。ただし、第１号に掲げる職員で感染予防措置をし

た場合は、この限りでない。 

(1) 病毒伝ぱのおそれのある感染性の疾病（以下「感染性疾病」という。）にかか

った職員 

(2) 心臓、腎臓、肺等の疾病で就業により病状が著しく悪化するおそれのある状態

が認められる職員 

(3) その他前２号に準ずる疾病で消防長が必要と認めた職員  

２ 消防長は、前項の規定により就業禁止をしようとする場合は、あらかじめ産業医

又は主治医の意見を求めるものとする。 

３ 消防長は、就業禁止を命ずるとき又は就業禁止を解除するときは、第３号様式又

は第４号様式による辞令を交付するものとする。  

（就業禁止期間） 

第４３条 就業禁止期間は、四日市市職員の勤務時間及びその他の勤務条件に関する

条例（昭和２８年四日市市条例第５号）第１０条第２項の規定を準用する。  



（就業禁止期間中の給与） 

第４４条 就業禁止期間中の就業禁止を命ぜられた者の給与については、四日市市職

員給与条例（昭和２４年四日市市条例第１５号）の定めるところによる。  

（就業禁止解除申請） 

第４５条 就業禁止を命ぜられた職員が、就業しようとするときは就業禁止解除申請

書（第５号様式）により消防長に申請するものとする。  

２ 消防長は、前項の申請があった場合は産業医又は主治医の意見を求め、勤務に支

障がないと認めたときは就業禁止を解除する。  

（就業禁止後の措置） 

第４６条 就業禁止を命ぜられた職員が就業禁止を解除されないで第４３条に規定す

る期間を経過した場合は、四日市市職員の分限に関する規則（昭和５８年四日市市

規則第９号）の定めるところによる。 

２ 就業禁止を命ぜられた職員及び休職となった職員は、就業禁止又は休職となった

日から３か月ごとに医師の検診を受け、その結果を消防長に届け出なければならな

い。 

（就業禁止者等の義務） 

第４７条 消防長は、就業禁止を命ぜられた職員又は休職となった職員が、次の各号

のいずれかに該当するときは、就業禁止を解除し、又は復職を命じ、それぞれの期

間を無許可の欠勤として取り扱うものとする。  

(1) この規程に従わないとき。 

(2) 療養に関し消防長、所属長又は医師の指示に従わなかったとき。  

(3) 就業禁止又は休職に関し虚偽又は不正の行為があったとき。  

第７節 感染症予防及び安全衛生資機材等 

（感染症予防） 

第４８条 所属長は、所属において感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律（平成１０年法律第１１４号）に規定する感染症及び感染性疾病（以下「感

染症等」という。）が発生し、又は発生するおそれがあるときは、直ちに消毒等必

要な措置を講じるものとする。 

２ 職員は、本人又は同居する家族が感染症等にかかったときは、速やかに所属長に

報告するものとする。 

３ 所属長は、所属職員及びその同居する家族が感染症等（５類を除く。）に感染し

た場合、第６号様式により消防長に報告するものとする。  



（安全衛生用資機材） 

第４９条 所属長は、安全衛生用資機材を備え、その設置場所及び使用方法を職員に

周知するものとする。 

（体力の維持及び向上） 

第５０条 消防長及び所属長は、消防活動に必要な体力の維持及び向上に資すること

を目的とし、職員に対し体力測定等を計画的に実施するように努めるものとする。  

第４章 雑則 

（秘密の保持） 

第５１条 この規程に基づく事務に従事する者は、職務上知り得た秘密を漏らしては

ならない。 

（補則） 

第５２条 この規程に定めるもののほか、この規程の施行に関し必要な事項は、消防

長が別に定める。 

附 則 

１ この規程は、令和５年４月１日から施行する。  

２ 四日市市消防職員衛生管理規程（昭和６０年３月３０日消防本部訓令第３号）は

廃止する。 

３ 四日市市消防安全管理規程（昭和５４年５月２３日訓令甲第１０号）は廃止する。  

 

別表１（第３７条関係） 健康診断を受診しなくてもよい職員 

（１） 健康診断の対象となる疾病の治療中の職員又は当該疾病について医師の管

理を受けている職員 

（２） 休職、病欠、産休及び育休中の職員 

（３） 妊娠中又は妊娠と思われる職員 

（４） 毎年度５月１日以後採用の職員 

（５） 市が実施する健康診断の検査項目について、他の医療機関で受診した職員  



第1号様式（第25条関係） 

  消 防 長 様 

    報告者             

 

安 全 衛 生 巡 視 結 果 報 告 書 

 

  四日市市消防職員安全衛生管理規程第25条第1項の規定に基づきに実施した安全衛生巡視の結果に

ついて、次のとおり報告します。 

 

実施日：  年  月  日（ ） 

実施者： 

区 分：Ａ 至急対応  Ｂ 対応を検討  Ｃ 様子を見て対応  Ｄ 所属で対応   

所属 指 摘 事 項 対 応 方 法 等 区分 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 



第2号様式（第25条関係） 

年  月  日   

   所属長 

報告者           

安 全 衛 生 管 理 業 務 実 施 報 告 書 

  月中に実施した安全衛生管理業務について、四日市市消防職員安全衛生管理規程第25条第4項の規定

に基づき次のとおり報告します。 

種 別 月 日 内 容 備 考 

    

安全管理者：           衛生管理者（推進者）：         



第3号様式（第42条関係） 
 

階 級  氏 名 

四日市市消防職員安全衛生管

理規程第42条の規定により就業

禁止を命ずる。 

     年  月  日     

   四日市市消防長  

氏 名    印     

 

 

 



第4号様式（第42条関係） 
 

階 級  氏 名 

四日市市消防職員安全衛生管

理規程第42条の規定により就業

禁止を解く。 

     年  月  日     

   四日市市消防長  

氏 名    印     

 

 



第5号様式（第45条関係） 

年  月  日   

   消防長 

所 属            

階 級            

氏 名            

就 業 禁 止 解 除 申 請 書 

  四日市市消防職員安全衛生管理規程第45条第1項の規定に基づき、就業禁止解除を下記

のとおり申請します。 

記 

 １ 病名及び発病年月日等 

    病 名 

    発 病 年 月 日         年  月  日 

    就業禁止年月日         年  月  日 

    就業予定年月日         年  月  日 

 ２ 主治医の意見（診断書を添付） 

 

 

 

 

 

 

 



第6号様式（第48条関係） 

年  月  日   

   消防長 

所属長            

感 染 症 等 患 者 発 生 報 告 書 

  感染症等の患者が発生したので、四日市市消防職員安全衛生管理規程第48条第2項の規

定に基づき下記のとおり報告します。 

記 

 １ り 患 者 

 ２ 病名及び発病年月日 

 ３ 現在治療を受けている医療機関名 

    医療機関名 

    住 所 

 ４ その他必要事項 

 

 

 

 


